
 

 

箕輪町建設工事等入札参加の資格及び業者の選定に関する規程（抄） 

 

平成１２年１２月 １日告示第３６０号  

 

 （趣旨） 

第１条 この規定は、建設工事並びに建設工事に係る測量、調査、設計及び工事監理の業務（以下「コンサルタ

ント業務」という。）の入札に際し、建設工事の公共性及び特殊性に鑑み、業者の信用、技術、施行能力等を

重視して、公正自由な競争を図る必要があるため、建設工事の入札等に参加を希望する者に対する合理的な資

格基準を設け、適正な運営を行うために必要な事項を定めるものとする。 

 

 （資格審査基準） 

第２条 町長は、建設工事の競争入札に参加を希望する業者（以下「建設業者」という。）について、経営規模

その他経営に関する客観的事項の審査の結果に基づき、工事の種類に応じて必要な等級に区分し、主観的要素

を勘案してこれを発注の基準とする工事金額と対応させて入札参加者を決定し、又は指名する。 

２ 町長は、コンサルタント業務の競争入札に参加を希望する業者（第４条第２項において「コンサルタント業

者」という。）について、経営規模等を審査してコンサルタント業務の適格者を決定し、又は指名する。 

 

 （競争入札に参加することができない者） 

第３条 次の各号の一に該当する事実があった者は、その事実があった後２年間競争入札に参加することができ

ない。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。 

 (1) 契約の履行に当たり、故意に工事を粗雑にし、又は工事材料の品質若しくは数量に関して不正の行為を

した者 

 (2) 競争入札において、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得

るために連合した者 

 (3) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

 (4) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当た

り職員の職務の執行を妨げた者 

 (5) 正当な理由がなく契約を履行しなかった者 

 (6) 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支配人、その

他の使用人として使用した者 

 

 （資格審査の申請） 

第４条 建設業者は、建設工事入札参加資格審査申請書に、次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなけれ

ばならない。 

 (1) 建設業許可証明書の写し 

 (2) 経営事項審査結果通知書（建設業法(昭和２２年法律第１００号。以下「法」という。)第２７条の２７

第1項の規定によるもの）の写し 

 (3) 委任状（法第３条の規定による許可を受けた主たる営業所以外の営業所において競争入札に参加しよう

とする場合に限る。） 

 (4) 営業所一覧表 

 (5) 直前２年間の各営業年度における工事経歴書 

 (6) 消費税の納税証明書の写し 

 (7) 町税の納税証明書の写し（箕輪町に納税義務がある者に限る。） 

 (8) その他町長が必要と認める書類 



 

 

２ コンサルタント業者は、コンサルタント業務入札参加資格審査申請書に、次の各号に掲げる書類を添えて町

長に提出しなければならない。 

 (1) 登録証明書の写し（測量業者、建築士事務所、建設コンサルタント（建設コンサルタント規程（昭和５

２年建設省告示第７２７号）の規定による登録を受けている建設コンサルタントをいう。）、地質調査業者

（地質業者登録規程（昭和５２年建設省告示第７１８号）の規定による登録を受けている地質業者をい

う。）及び補償コンサルタント（補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４１号）の規

定による登録を受けている補償コンサルタントをいう。）に限る。） 

 (2) 委任状（法第４条の規定による許可を受けた主たる営業所以外の営業所においても競争入札に参加しよ

うとする場合に限る。） 

 (3) 営業所一覧表 

 (4) 業務経歴書 

 (5) 技術者経歴書 

 (6) 測量等実績調書 

 (7) 消費税の納税証明書の写し 

 (8) 町税の納税証明書の写し（箕輪町に納税義務がある者に限る。） 

 (9) その他町長が必要と認める書類 

３ 前２項に掲げる書類のうち、それぞれの発行官公署等において定めた様式があるものは、当該様式によるも

のとする。 

４ 法の適用を受けない建設業者にあっては、第１項の規定にかかわらず同項第１号に掲げる書類の添付を要し

ない。また、同項第２号の書類は、同号に準ずる書類とする。 

５ 建設工事入札参加資格審査申請書又はコンサルタント業務入札参加資格審査申請書（以下「資格審査申請

書」という。）の提出期間は、資格審査を受けようとする年度開始年の２月１日から２月末日までの間とする。 

６ 前項の期間経過後に資格審査申請書を提出しようとする者は、翌年の２月１日から２月末日までの間に提出

することができる。ただし、町長が特にやむを得ないと認めたときは、この限りでない。 

 

 （入札参加資格の審査） 

第５条 入札参加資格の審査は、町長が２年に１回定期的に行うものとする。ただし、前条第６項の規定により

資格審査申請書が追加提出された場合は、定期に行う審査（以下「定期審査」という。）以外においても審査

を行うことがある。 

２ 前項の審査は、資格審査申請書及びその添付書類を基礎として行うものとする。 

３ 建設工事の入札参加資格の審査の項目及び基準は、法第２７条の２３第３項の規定による経営事項審査の項

目及び基準（平成６年建設省告示第１４６１号）の定めるところによる。 

 

 （入札参加資格を付与しない者） 

第６条 次の各号の一に該当する者には、建設工事の入札参加資格を付与しないものとする。 

 (1) 入札参加資格の審査の申請をする日（以下「申請の日」という。）の属する年度の１０月１日（以下

「審査基準日」という。）現在において、法第３条第１項の規定による建設業の許可を受けていない者（第

４条第４項に規定する者を除く。） 

 (2) 申請の日の属する年度において、法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査を申請していない

者 

 (3) 入札参加を希望する建設工事の種類について、審査基準日の直前２年の各営業年度に完成工事高がない

者 

(4) 審査基準日の直前事業年度のない者 



 

 

２ 次の各号の一に該当する者には、建設コンサルタント等の業務の入札参加資格を付与しないものとする。 

 (1) 入札参加資格を希望する建設コンサルタント等の業務の種類が測量又は建築関係建設コンサルタントで

ある者で、審査基準日現在において測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の規定による登録

又は建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による建築士事務所についての登録を受

けていない者 

 (2) 建設コンサルタント等の業務の営業年数が、審査基準日の前日まで引き続き１年以上経過していない者 

 (3) 入札参加資格を希望する建設コンサルタント等の業務の種類について、審査基準日の直前１年間の営業

年度に実績がない者 

３ 町長は、前２項の規定により入札参加資格を付与しないと決定したときは、その旨を申請者に通知するもの

とする。 

 

 （等級格付等） 

第７条 町長は、入札参加資格があると認めた者（以下「有資格者」という。）について、建設工事にあっては

第５条の規定による審査の結果の総合数値により等級格付けを行い建設工事入札参加資格者名簿に、建設コン

サルタントの業務にあっては第４条第２項に規定する書類の審査の結果を建設コンサルタント等の業務入札参

加資格者名簿に登載する。 

２ 前項の規定にかかわらず、建設業者が長野県において等級格付されているときは、当該格付をもって同項に

規定する格付を受けたものとみなす。この場合において、建設業者は、当該等級格付を証する書類を町長に提

出しなければならない。 

３ 入札参加資格の有効期間は、資格審査申請のあった年の６月１日から次期の定期審査の年の５月３１日まで

とする。 

 

 （入札参加資格の承継） 

第８条 有資格者の営業と同一性を失うことなく組織の変更が行われた場合、若しくは包括的継承が行われた場

合又は建設業若しくは建設コンサルタントの業務を譲り受けた場合は、町長の承認を得て、入札参加資格を承

継することができる。 

２ 前項の場合において、町長は、承継しようとする者の経営規模、状況等から承継しようとする者に有資格者

の等級格付をそのまま認めることが不適当であると認めるときは、入札参加資格の承継の承認の際、等級格付

を変更することができる。 

３ 第１項の規定により入札参加資格を承継しようとする者は、遅滞なく入札参加資格承継承認書に、営業の一

切を承継したことを証する書類及び次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

 (1) 建設工事 第４条第１項第３号及び第８号に規定する書類 

 (2) コンサルタント業務 第４条第２項第１号、第２号及び第９号に規定する書類 

４ 前条第３項の規定は、第１項及び第２項の承認について準用する。 

 

 （変更届） 

第９条 有資格者は、次の各号に掲げる事項について変更があったときは、遅滞なく入札参加資格審査申請書記

載事項変更届に、変更事項を証する書面を添えて町長に提出しなければならない。 

 (1) 本店、支店又は営業所の所在地 

 (2) 商号又は名称 

 (3) 代表者又は建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第３条に規定する使用人 

 

 

   附 則 
 この規程は、告示の日から施行し、平成１３年度分の入札参加資格審査申請から適用する。 


